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《福祉企画課》 
 

１ 社会福祉一般について 

 

  高齢者、障がい者等、すべての人が住み慣れた地域で心豊かに生き生きとした生活ができる地域社 
会を築くため、広く地域住民の参加を求め、地域の福祉推進のため諸事業を展開する。 
 

 （１）民生委員・（主任）児童委員 

    【根拠法令：民生委員法】 
 

   ① 民生委員・(主任)児童委員の定数                   （人） 
 

区 分 倉吉市 三朝町 湯梨浜町 琴浦町 北栄町 
東伯郡 

計 

民生委員 

児童委員 
136 33 44 62 42 181 

主任児童委員 26 2 3 3 3 11 

 

   ② 中部民生児童委員協議会と連携し、委員のための研修会を実施するとともに本庁主管課及び
各町民生児童委員協議会、県民生児童委員協議会との連絡調整等を行うことにより、民生児童

委員活動の推進を図る。 
 

   ア 研修会 
     （１）全員研修会 

  管内の民生委員・児童委員の資質向上を図るため、全員を対象として年１回開催する。       

   （２）会長・副会長・主任児童委員情報交換会 
       相互理解と連携、協働に基づく地域の児童福祉への組織的取組を推進することを目的

として、管内の各町民生児童委員協議会長と主任児童委員との情報交換会を開催する。 
 

   イ 町民生児童委員協議会の活動状況の把握 

          管内の各町民生児童委員協議会の活動状況及び活動に当たっての問題の把握に努め 
る。また、平成２１年度に引き続き、指定民生委員児童委員協議会に指定された町民生

児童委員協議会の活動について必要な協力を行う。 
③ 一斉改選（平成２２年１２月１日） 
   ３年に一度の一斉改選が行われる。 

 

 

 （２）社会福祉法人（設立認可等） 

     【根拠法令：社会福祉法】 
 

      社会福祉法人の設立について、本庁主管課と連絡を取りながら事前協議及び調整を行う。 
    また、社会福祉法人のうち管内の市町社会福祉協議会について、毎年度、事業実施及び決算状

況の報告（現況報告書）を受け、経営状況の把握に努めるとともに、定款変更等の相談・指導を

行う。 
 

（３）日本赤十字社活動 

     【根拠法令：日本赤十字社法】 
 

       日本赤十字社鳥取県支部中部地区の事務局として、分区事務担当者会議の開催及び罹災
り さ い

者に対

する見舞品の贈呈を行う。 
 

  ア 分区事務担当者会議 
 

         年１回開催し、次年度の社資の決定等を行う。 
  イ 小災害罹災者に対する見舞品の贈呈 

         災害救助法の適用基準に達しない災害が発生した場合、小災害罹災者に対して見舞品を贈呈
し激励する。 

     平成２１年度贈呈世帯数：２世帯 
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（４）社会福祉施設等の指導監査 
 

   社会福祉サービスの利用者の利益を保護し、社会福祉事業の適正な事業運営及び施設運営を図る

ため、施設の設備規模、福祉サービスの提供方法、利用者等からの苦情への対応、その他施設運営

を行うに当たって必要とされる最低の基準を確保することを目的とし、本庁主管課及び局内関係各

係（共管業務）と連携して社会福祉施設等の指導監査を行う。 
 

  ア 市町社会福祉協議会（法人監査）【根拠法令：社会福祉法】 
 

    〔実地監査実施割合〕法令遵守状況等により３つの区分（４年に１回、２年に１回、毎年）に

分けて実施。  
〔管内の対象社協数〕５ 

 
  イ 児童福祉施設行政指導監査【根拠法令：児童福祉法】 
 

    〔実地監査実施割合〕               〔管内の対象施設数〕 
管内の各私立保育所（園）：２年に１回    保育所（園）市部：１３ 郡部：６ 
                                 (公設民営を含む｡) 

管内の各公立保育所（園）：３年に１回    保育所（園）市部：１１ 郡部：２５ 

    東伯郡内の 児 童  館 ：２年に１回    児 童 館 郡部： ６ 

    児童福祉実施機関（市町）：１年に１回    児童福祉実施機関： ５ 

    （実地監査を行わないときは書面監査を行う。） 
 

  ウ 知的障害児施設等指導監査【根拠法令：児童福祉法】 
 

       〔実地監査実施割合〕２年に１回（実地監査を行わないときは書面監査を行う。）            

〔管内の対象施設数〕２ 
     
エ 精神障害者社会復帰施設指導監査【根拠法令：障害者自立支援法附則第 46 条による改正前の

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律】 

  〔実地監査実施割合〕２年に１回（実地監査を行わないときは書面監査を行う。） 
 〔管内の対象施設数〕３ 

   
  オ 指定障害福祉サービス事業者実地指導【根拠法令：障害者自立支援法】 
    〔実地指導実施割合〕３年に１回 

〔集団指導実施割合〕２年に１回 
〔管内の対象事業者数〕指定障害福祉サービス事業者：４３ 
           旧法指定支援施設：１０（身体４、知的６） 
           指定相談支援事業者：５ 

   
  カ 障害者支援施設【根拠法令：障害者自立支援法】 

    〔実地監査実施割合〕２年に１回 
    〔管内の対象施設数〕１ 
 
＜平成２２年度重点事項＞ 

平成２１年度は、指導対象施設数１３５箇所に対して９６箇所の実地指導又は書面監査、４８箇

所の集団指導を実施した。 
保育所については、２年又は３年に１回実地監査を実施できている。 
指定障害福祉サービス事業者についても、この３年間ですべての事業者に対して実地監査を実施

した。 
平成２２年度は、会計管理を中心に、適正な事業運営、利用者処遇の具体的な対応方法等につい

て重点的に指導する。 
 指導に当たっては、本庁主管課と局内関係各係が指導監査情報を共有し、一体的・効率的な指導

を行う。 
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（５）介護保険について 

       【根拠法令：介護保険法】 
 

① 市町への支援 
 

区   分 支援内容及び方法等 時期 

保険者である市町への助言、

支援の実施 
 介護保険制度の円滑な運営を図るため、市町に対

し必要な助言・支援を行う。 随時 

市町介護保険事業計画に 
係る推進組織への参画 

 市町からの求めに応じ、介護保険事業計画の推進

委員会等へ参画し、計画策定及び推進に関する支援

を行う。 
随時 

地域包括支援センター支援 

 健康支援課健康づくり支援係と連携し、中部圏域

地域包括支援センター連絡会事務局として、必要に

応じ連絡会を開催する。 
 市町からの求めに応じ、地域包括支援センター運

営協議会へ参画し、運営に関する支援を行う。 

随時 

  

 
 

② 介護サービス事業者の指定及び監査の実施等 
 

  ア 概 要 

   介護サービスを提供しようとする事業者の指定、６年ごとの指定更新事業者の決定及び変更届の

受理等の事務処理を行うとともに、事業者に対して必要な助言・指導を行う。 

   また、介護サービス事業者の適正な運営及び高齢者の尊厳ある生活支援の実現に向けた介護サー

ビスの質の確保・向上を図るとともに、適正な介護給付を確保するため、保険者である市町と連携

して介護サービス事業者への指導・監査を実施する。 
   

    平成２１年度実績 

      営利法人 ：３７箇所／１３６箇所（監査） 
      非営利法人：３９箇所／１９９箇所（実地指導） 
       合計  ：７６箇所／３３５箇所 
 
 ＜平成２２年度重点事項＞ 

    ○介護給付費適正化計画における監査の実施 

     国の方針に基づき、平成２０年度から２４年度までの５年間で、すべての営利法人について

監査を実施する。非営利法人については、指定のサイクルである６年間（平成２０年度から 
２５年度まで）で、みなしの事業所を除くすべての事業所に対し実地指導を実施する。 

 
     実施予定事業所数 
      営利法人 ：３１箇所／１３６箇所（監査） 
      非営利法人：３９箇所／１９９箇所（実地指導：必要に応じ監査実施） 
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イ 介護サービス事業者の指定状況                         

（平成２２年３月３１日現在） 

③ 鳥取県介護保険審査会 
  ア 概 要 

       市町が行った要介護認定に関する処分に対する不服申立の審理・裁決を行うため、第三者機関 
として鳥取県介護保険審査会（中部合議体）を当局内に設置している。 

  イ 不服申立の手続き 

        要介護認定に不服があるときは、申請書により当局へ審査請求の申立を行う。 
   なお、保険料滞納に関する処分など要介護認定に関するもの以外の不服申立については、県本庁 

に設置されている介護保険審査会で処理する。 

  ウ  審査請求状況 
        平成２１年度中の受理件数：０件 
    平成２１年度中の処理件数：０件 

 

④ 介護職員処遇改善交付金 
  ア 概 要 
    介護職員の処遇改善を推進するため、「鳥取県介護職員処遇改善等臨時特例基金」を活用し 
    介護サービス事業者が行う介護職員の処遇改善に対して「介護職員処遇改善交付金」等を交付

する。 
  イ 申請件数 
    平成２１年度分申請件数：４８件 
    平成２２年度分申請件数：４３件（平成２２年２月２５日現在） 
 
 
 
 
 
 

居宅サービス事業所・介護保険施設 件数 介護予防サービス事業所 件数 

訪問介護 ２７ 予防訪問介護 ２７ 
訪問入浴介護 ６ 予防訪問入浴介護 ３ 

訪問看護 ４２ 予防訪問看護 ４２ 

訪問リハビリテーション ２４ 予防訪問リハビリテーション ２４ 
居宅療養管理指導 １０９ 予防居宅療養管理指導 １０９ 

通所介護 ４０ 予防通所介護 ４１ 

通所リハビリテーション １４ 予防通所リハビリテーション １３ 
短期入所生活介護（ショートスティ） ８ 予防短期入所生活介護（ショートスティ） ８ 

短期入所療養介護（ショートスティ） １０ 予防短期入所療養介護（ショートスティ） １０ 

特定施設入居者生活介護 ２ 予防特定施設入居者生活介護 ２ 
福祉用具貸与 ９ 予防福祉用具貸与 ８ 

特定福祉用具販売 ８ 予防特定福祉用具販売 ８ 

居宅介護支援 ３６ 小計（介護予防サービス事業所） ２９５ 

小計（居宅サービス事業所） ３３５   
介護老人福祉施設 ６   
介護老人保健施設 ９   
介護療養型医療施設 １ 

 
  

小計（介護保険施設） １６ 合 計 ６４６ 
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（６） ハートフル駐車場利用証制度【平成２１年１０月施行】 

   障がいのある方又は高齢者等で歩行が困難な方及びけが人や妊産婦の方等一時的に歩行が困

難な方に対して県が利用証を発行し、県と協定を結んだ公共的施設の身体障がい者等用駐車場を

「ハートフル駐車場」として、「利用証」を掲示した車のみがこの専用スペースに駐車できるよ

うにする。 

   

平成２１年度 利用証発行数：２５０件（中部管内発行件数（平成２２年２月末現在）） 

 
 
 ２ 統計調査について 
 

  国の委託による社会福祉及び保健の各種統計調査等を実施し、管内の社会福祉及び保健行政推進の 
基礎資料とする。 

調査名 実施予定時期 調査内容等 

 人口動態統計調査 毎月 
  出生・死亡・婚姻・離婚及び死産の人口動態状態を

把握する。 

 地域保健・健康増進事業報告 ４～５月 
 管内における地域住民の健康の保持及び増進を目

的とした保健施策の展開等を把握する。 

 国民生活基礎調査  

   （世帯票・健康票・介護票） ６月 ３日 

   （所得票・貯蓄票） ７月１５日 

  保健・医療・福祉・年金・所得等国民生活の基礎的

な事項について、世帯面から総合的に明らかにする。 

  平成２２年調査は、３年に１回の大規模調査である。 

 第１４回出生動向基本調査 
（５年に１回） ６月 

 結婚と出産に関する実情、背景及び意識を調査・

計測し、関連諸施策、人口動向把握に必要な基礎資

料を得る。 

 社会保障制度企画調査 
（３年に２回） ７月 

 社会保障制度及び租税による所得配分の実態を

所得階層別に明らかにする。（調査地区は県内３地

区の予定であり、地区の指定は国が行う。） 

 


